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要旨
中国の急速な自動車の普及に伴い、使用済み自動車を取り巻くビジネスが内外から注目を集めている。し
かし、自動車リサイクル産業の現状と課題を考察しようとしても、政策の実効性を検証するための統計データ
などの情報公開は進んでいない。統計データも短期間のものに限られているため、当該産業の発展状況や労働
生産性を評価する基準も明確ではない。本研究はそのようなデータ不足を補完するために日本の経験と比較
し、両国における政策やデータを検証することで、中国の産業が抱える問題点を指摘した。さらに、今後の経
営を見通すため、当該産業の主たる生産物である鉄スクラップに焦点を当て、業界全体の収益構造を分析した。
分析の結果、中国の経営コストに占める人件費の比率は日本と同程度の水準であることが明らかになった。た
だし、今後も経済発展に伴う賃金上昇が予測されるので、業界全体が収益を維持していくためには、機械・装
備化、熟練工の育成等により労働生産性をさらに向上させることが不可欠である。また、業界の持続的成長の
ためには、現状禁止されているエンジン、ステアリング、ギヤ、車軸、フレームのリユース解禁などの政策転
換の実施が重要になってくる。
キーワード： 使用済み自動車（ELV）、自動車リサイクル産業、鉄スクラップ、日中収益構造分析、リビルド
部品
1．はじめに
急速な自動車の普及に伴う使用済み自動車（End 
of Life Vehicles: 以下、ELVと略す）を取り巻くビ
ジネスが中国内外で注目を集めている。自動車保
有台数の増加が始まったのは 2000 年頃であり、本
稿執筆時点の 2015 年頃から ELV として大量に発
生し始めることが予想される。そのため、日本の
自動車リサイクル産業の発展の経験が先行事例と
して参考にされ、これをもとにした中国の自動車
リサイクル業界に向けた政策提言や将来展望を論
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じる比較研究も盛んに行われている（例えば、王ほ
か（2007）、Zhao and Chen（2011）、Che et 
al.（2011））。
中国の自動車リサイクル産業をとりまく現状と課
題をより正確に考察するためには、政策の実効性を
裏付けるELVの発生台数や、ELVをとりまく産業
動態を分析するための統計データなどが必要となる
が、公開されている情報は限定的である。また、情
報が収集できてもこれらを評価するための基準や比
較対象が明確ではない。
本研究と同様の問題意識を共有する先行研究とし
ては豊田通商（2011）が代表的である。同社は経済
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産業省の委託を受け、中国における自動車リサイ
クル事業の将来性について調査を行い、ELV事業
者の現状や課題について現地調査を交えて報告し
ている 1。しかし、ELV発生台数に関しては、中国
の著名シンクタンクの協力を得て精緻な推計を省
ごとに試みてはいるものの、ELV発生台数が負の
値を示す省が散見されるなど、結果の信頼性に問
題があることは同社も認めている。豊田通商は続
いて自動車関連統計からの推計も行っているが、
その際に同社が参照しているのが平岩（2011）の
レポートである。平岩は、公刊されている自動車
統計から、「見かけ新車販売台数」を算出してELV
発生台数を推計し、インフォーマル解体事業者（後
の 3.3.2.1 で詳述）への流出台数を推定している。
しかし、算定に用いた自動車統計の信頼性が低い
ため、推定値の不確実性は大きい。
本研究では、こうした不確実性を補完するため
に日本の自動車リサイクル産業と比較しつつ中国
の現状と課題を分析する。阿部（2015:50）は、「新
興国・途上国の今後を考える際に、日本の歴史を
比較することが重要」と指摘しているが、これに
倣えば中国自動車リサイクル産業の発展ステージ
は、経済発展レベル（1 人当たり GDP）や自動車
普及台数などから、概ね日本の 1960 年代から 70
年代に相当するといえる。
そこで、本研究は次の構成により論考を進める。
2章では、日中の自動車リサイクル政策を整理する。
政策は社会や業界が抱える問題に対して設定され
るものであり、政府の問題意識がそこから読み取
れるからである。3章では、中国の業界の現状と日
本の経験を、統計データを中心に比較分析し、当
該産業で認識されている実務上の課題を整理する。
また種々のデータ制約の中で、どのような分析が
行えるのかを検討しつつ、労働集約的な中国の実
情を明らかにする。2～ 3章で明らかになった当該
産業の課題を踏まえ、さらに解体事業者の今後の
経営状況を予測するため、4章では、当該産業の主
要な生産物の一つである鉄スクラップに着目して
分析を進める意義を説明し、当該産業の経営コス
トに占める人件費の割合を推定する。こうして得
られた知見をもとに中国の業界が今後進むべき方
向性を示し、結論を 5章にまとめる。
2．日中の自動車リサイクルに関わる政策
2.1　中国の法規・政策制度
中国では ELVの違法流通や中古部品の不適切な
再利用に伴う事故が急増し、政府も ELV回収・管
理の厳格化を進めている。これまでに実施された
主な ELVリサイクルの関連法規や基準、規範など
を表 1に列挙する。
この中で基本となっているのが、2001 年に従来
の制度を統廃合して施行された「廃棄自動車回収
管理弁法（国務院第 307 号令）」である。全文は、
中国中央人民政府ウェブサイトに掲載されている 2。
弁法は、第 1 条で法の目的として、道路交通安
全と国民の生命・財産の保障、環境保護を定め、
第 2 条で対象を自動車及び二輪車等とし、第 3 条
で国家経済貿易委員会（現・商務部）を管理監督
機構としている。
第 6～ 11 条は企業設立要件と認可や廃車証など
の運用面を規定し、これに基づいて「自動車廃車証」
が発行される。そして、企業が ELVを買い上げた
ときに「ELV回収証明書」が発行される。所有者は、
この証明書を示すことで抹消登録の手続きを行う
ことができる。
第 12 ～ 16 条は ELV回収・解体企業の管理体制
を規定している。解体後の「5 大部品（5 大総成、
5大アッセンブリーなどとも称され、エンジン、ス
テアリング、ギヤ、車軸、フレームを指す）」のリ
ビルド部品としての再使用は、安全面への配慮な
どから禁止され、鉄スクラップとしてリサイクル
しなければならない。ただし、5大部品以外の部品
は ELVからの回収部品であることを明示すれば、
販売可能である。
第 20 ～ 31 条は罰則や例外規定、施行日などを
規定している。
なお、2015 年末現在、「廃棄自動車回収管理弁法」
に基づいて「廃棄自動車回收解体管理条例」が制
定されようとしているが、2010 年 7 月に意見聴取
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稿が出されたままになっている。インターネット
で本条例（原文：報廃機動車回収拆解管理条例）
を検索すると、正式公布の時期についても「今年
（2013 年）が有力」、「2014 年内に登場」など様々
な情報が錯綜している 3。意見聴取稿などから得ら
れた情報を整理すると、その条例案の主要点は以
下の 4点と考えられる。
第 1 は、リビルド部品（中古部品）の再使用許
可である 4。
第 2 は、ELVの回収・解体に関わる責任の明確
化である。「自動車強制廃車標準規定」により、
ELVの登録抹消手続きをしなければ元の所有者は
新車の新規登録ができなくなったが、これに加え
て、インフォーマルセクターへの流出などの違法
行為に対する罰則が強化される。
第 3は、循環経済発展への貢献である。ELVの
回収・解体に際し、設計・構造などの履歴の添付
が義務化されることで、ELVリサイクル業界の健
全化が進められる。
第 4 に、関係官庁間での協調である。中国の
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表 1　中国における自動車リサイクル産業に関わる主な法規と基準、規範
（注）各政府機関は当時の名称を用いている。
（出所）各種資料に基づき筆者作成。
ELV リサイクルには多数の政府部門が関与してお
り（表 1）、それらは商務部市場体系建設司が主導
する廃車制度と、国家発展改革委員会産業協調司
が主導するリサイクル制度とに大別される。しか
し、両部門の政策は必ずしも一致してはいない。
例えば、商務部は従来型の自動車廃棄及び違法組
立の観点から「5大部品」のリユースに消極的であ
るのに対し、国家発展改革委員会は資源の有効利
用に着目したリユースやリサイクルを推進しよう
としている。条例が制定されれば、リユースが公
認されるなど、政府内の政策の齟齬に対して一定
の整理がなされることが期待される。
また、「廃棄自動車回収企業総量規制方案（2003
年 7 月）」は、ELV回収・解体を合理的に進めるこ
とを目的に企業数を地域ごとに抑制することを定
め、「原則として地級市は 1社、直轄市は 2～ 4社、
計画単列市及び省都所在市では1～ 2社」に限定し、
全国で 500 社程度にライセンスを認可するとして
いる。
2.2　日本の法規・政策制度
日本では、2001 年に循環型社会形成推進基本法
が制定され、容器包装（2000 年）、家電（2001 年）、
食品リサイクル（2001 年）、建設資材（2002 年）、
小型家電（2013 年）といった個別分野のリサイク
ル法も同時進行で整備されてきた。自動車につい
ては自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源
化等に関する法律）が 2002 年に制定されている。
自動車リサイクル法制定の背景には自動車で最
も多く使用されている鉄について、相場の乱高下
があった。鉄スクラップ価格の下落に伴い、市場
ベースでの ELVリサイクルが十分に機能しなくな
り、ELV処理費用の負担、「逆有償化」という現象
が生じたのである。これに最終処分場の逼迫、埋
め立てコスト上昇などの問題が加わり、廃自動車
に関係する不法投棄事件が各地で顕在化した。そ
の象徴的な事例が、社会問題となった香川県の豊
島におけるシュレッダーダスト（ASR）の大量不
法投棄事件である。
自動車リサイクル法の要点は、適正な処理を行
うためのASR、エアバッグ、フロンの 3品目につ
いて、自動車メーカーの責任で処理することを義
務付けていることである。そのための費用はユー
ザーが新車を購入する際にリサイクル料として負
担し、それが預託の形で積み立てられている。
日本の自動車リサイクル産業は、①問題の核心
がすでに鉄スクラップからASR、エアバッグ、フ
ロンの適正処理へ移行しており、鉄スクラップに
着目するのであれば長期的な古いデータを考察す
ることが重要であること、②有償取引が減少して
いること、③ユーザーがリサイクル料金を負担し
ていることがポイントであり、日中間の分析に際
しては、これらの点に留意する必要がある。
2.3　日中の自動車リサイクル制度や業界の現状比較
このような日中両国の自動車リサイクル制度に
ついて、法律制定目的とその社会背景、各ステー
クホルダーの役割、業界の関心と問題などの項目
に分け、要点を表 2 に対照する。現在のところ、
業界の関心事項、直面する課題、主な収益源は異
なってはいるが、中国も近い将来、日本と類似の
課題に直面する可能性も表 2から示唆される。
3．日中の自動車リサイクル業界の現状と課題
3.1　日中の関連データ
本研究で用いる日中の分析データを表 3に整理
する。
中国では、商務部管轄で ELV回収や解体を行う
業者を管理する中国物資再生協会が関連統計を整
理している。近年のデータのみではあるが、ELV
回収台数も収集可能であり、業界に直接通じてい
る同協会の公表データを用いる。ここから先で扱
う中国関連データは表 4にまとめており、後に詳
しく考察する。
日本の ELV発生台数の定義や推計方法は諸説あ
り、本研究では阿部（2014）の推計式を踏襲する。
阿部は、日本の ELV発生台数の推計方法に論点を
絞り、データの収集元から取り扱い上の留意点ま
で詳細に整理している。そして、長期的かつ連続
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表 3　分析データ一覧（中国・日本）
（注）日本の自動車保有台数及び新規登録台数において、乗用車、トラック、バス、特殊用途車が（軽自動車や三輪車等を含め）
すべて含まれ、二輪車は除外されている。
（出所）筆者作成。
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表 4　中国のELV回収・解体産業におけるマクロ統計
（注）登録抹消台数は、理論上の ELV市場規模を直接表す。また、表中M行、N行（流出台数①、②）は、龍（2011:196）に示され
ているフローを手掛かりにすると、流出台数①は登録抹消台数からインフォーマル中古車市場への流出台数（原文：進入黒車市場）
を表し、さらに流出台数②は、インフォーマル解体市場への流出台数（原文：進入非法拆解市場）を表す。表中「資源再利用状況」
の項目は、廃二輪車についても細かいデータが近年掲載され始めている（例えば『中国汽車市場年鑑』2013 年、2011 年版）。し
かし、解体総量に占める解体重量は 2013 年で自動車 316 万トンに対して二輪車 9.47 万トン ( シェア 3.0％）、2011 年で自動車
146.88 万トンに対して二輪車 2.3 万トン（同 1.6％）と極僅かであり、除外している。
（出所）人口、市場供給台数、純増台数は『中国統計年鑑』各年版、それ以外は全て『中国汽車市場年鑑』各年版。
的に ELV台数を把握する推計式として、「当期新
規登録台数＋前期末保有台数－当期末保有台数」
を提起している 5。
3.2　日中の自動車の保有台数の推移
図 1 に、日中の自動車保有率（人口千人当たり
の自動車保有台数）と ELV発生率（人口千人当た
りの ELV発生台数、中国の場合は回収台数）の経
年変化を示す。
中国の保有率はここ 10 年の急増が著しく、2014
年には 100 台 / 千人を突破した。一方、ELV回収
台数は近年 1台 / 千人の水準に到達したところで
ある。2013 年の登録抹消台数は 572 万台であり（前
出の表 4参照）、人口あたりに換算するとおよそ 4.2
台 / 千人となる。以上 2 つの数値から平均寿命を
概算すると約 25 年となるが、保有台数そのものが
大幅に増加しつつある状況と普及から廃車までの
タイムラグを勘案すると、実際の使用年数はより
短いものと推定される 6。
日本の自動車保有率は 2000 年代以降、600 台 /
千人とほぼ一定である。ELV発生台数も保有率と
同様の傾向を示し、90 年代以降、概ね 40 台 / 千人
前後を推移している。自動車の平均寿命はおよそ
15 年と推定される 7。
以上から、現在の中国の自動車保有台数は日本
の 60 年代末の水準に相当する。しかし、ELV台数
はすでに 70 年代前半のレベルに達しており、市場
の自動車保有台数の増加ペースの相違に起因する
ものと考えられる。これらから、中国の現状は、
概ね日本の 60 ～ 70 年代前半あたりに相当すると
想定される。
3.3　中国の自動車リサイクル産業をめぐる周辺状況
3.3.1　中国の「ELV回収・解体企業」の概況
中国物資再生協会の龍少海会長は『中国汽車市
場年鑑』に「自動車廃棄政策及び現状」と題した
レポートを連載し、各年の ELV 統計、政策情報、
企業動向など業界概況をまとめている。前出の表 4
の数値は、これを活用して関連データを抽出し、
連続性に疑問がある場合は新しい方のデータを優
先するなど適宜調整したものである。表 4から示
唆されるのは以下の 6点である。
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図 1　日中の千人当たりの自動車保有率とELV発生（回収）率の長期トレンド
（注）右のグラフは、日本が ELV発生率、中国が ELV回収率を表す。前出の表 2に示す、各年の自動車保有率は② /①（中国）、⑨ /
⑧（日本）、ELV発生（回収）率は③ /①（中国）、n年の⑩ -{n 年の⑨ -（n-1 年の⑨）}/ ⑧（日本。分子はすなわち「3.1」で引
用した阿部（2014）の推計式）を表す。
（出所）筆者作成。
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第 1に、ELV回収・解体企業数（表 4中の F行）
は直近の 2013 年で 576 社であり、2009 年（497 社）
から 1割程度しか増えていない。「廃棄自動車回収
企業総量規制方案」により新たな回収・解体ライ
センス発行が制限されていることによるものと考
えられる 8。
第 2 に、自動車の純増台数に比し、登録抹消台
数がやや増加傾向にある（表 4中のO行）。保有台
数急増の裏側で登録減少が起きていることを意味
し、「黄標車」と呼ばれる環境不適合車を市場から
退出させようとする環境政策の効果であるとも考
えられる。その受け皿となるべき ELV回収・解体
企業の実態がどれだけ追いついているかについて
精査する必要がある。
第 3 に、従来から指摘されている（例えば、吉
田（2008）、Zhao and Chen（2011））、回収率の低
さである（表 4中の P行）。ここでいう回収率とは
龍会長が用いている保有台数あたり回収台数を指
すものである（より正確には廃棄率とした方が適
切かもしれない）。保有台数がまったく変化なく
ELVが確実に回収され、平均自動車寿命が 10 年で
あるならば回収率は 10％になる。中国物資再生協
会は先進国の実際回収率を 5～ 7％と試算している
が（龍 2014b:14）、現実には 5 年間で、0.9％～ 1.6
％に留まっている（表 4）。保有台数が急拡大し、
かつ日本より長く自動車が使用されることが想定
される中国においては、日本より回収率が低くな
ることはある程度理解できる。しかし、正規に回
収される ELV台数が実態をどこまで表しているか
については、よく検討しなければならない。
第 4 に、自動車保有台数の急増と比例して登録
抹消台数（表 4中のK行）も増加はしているものの、
実際に回収されている ELV（表 4中の L行）は必
ずしも右肩上がりではない。廃車の回収・解体ラ
イセンスを保有しない企業やインフォーマルセク
ターへの ELV流出などが考えられる。この傾向は
正規回収率（表 4中の Q行）にも表れている。こ
の問題は次節で取り上げる。
第 5に、企業 1 社当たりまたは従業員 1人あた
りの ELV回収台数は増加傾向にある（表 4中の R
行、S行）。2013 年を例にとれば、1社当たり 1,436
台、従業員 1人あたり 31.8 台を回収していること
になり、いずれも効率性は向上しつつある。企業
あたり従業員数（表 4中の T行）が減少傾向であ
ることもそれを裏付けている。
第 6 に、資源再利用の改善余地である。中国の
資源再利用状況は表 4の下半分に示す水準にとど
まっている。2013 年にかけて回収台数はわずかず
つ増えているにも係らず、同年の資源回収量が減
少している背景には、現場の設備の問題などのほ
か、回収資源買い取り価格などの外部要因も考え
られる 9。
3.3.2　中国の業界の問題点
3.3.2.1　インフォーマルセクターの現状と問題点
中国ではあらゆる分野にインフォーマルセクタ
ーが存在する。日本の自動車リサイクル業界では、
インフォーマルセクターは存在したとしても統計
上は無視しうるが、中国では無視しえない存在と
なっている。
また、インフォーマルセクターにも、全くのヤ
ミ業者から、存在自体は合法のグレイゾーンに属
する事業者まで存在する。前述のとおり、回収・
解体のライセンスを取得している事業者は 576 社
（2013 年）あるが、豊田通商（2011:53）の調査報告
によれば、非ライセンス保有事業社が 2,000 ～
3,000 社存在すると推定されている。ライセンス事
業者であっても、抹消登録手続きのみを行い、非
ライセンス保有事業社に解体実務を請け負わせて
いるケースもある。こうした請負事業者は正式な
営業許可証を保有しているので、存在自体は合法
であり、形式上はライセンス事業者の支店扱いに
なっていることもあるという。
西山（2015）や Hu（2013）は、インフォーマル
セクターが形成される要因を次のように分析して
いる。第 1に、ELV 回収・解体業者が 1都市につ
いて 1社のみに制限されていること（2.1 の最後の
段落参照）、第 2に禁止されている「5大部品」の
販売を行っているために正規事業者よりも高値で
廃車を買い取れること、第 3にインフォーマルセ
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クターに対する当局の取り締まりが不完全なこと
などである。さらに、龍（2014b:7）は地域ごとに
事情が異なることを断りつつ、廃車名目で回収さ
れる車両は全体の約半分にすぎないと推定し、「オ
ーナーが車両を引き渡す際には、車両売却価格よ
りも公安交通管理部門への廃車手続き経費の方が
高いため、届け出が不完全といった制度要因があ
る」と、その理由を分析している。
筆者が訪問した ELV解体・回収や設備製造を行
う天奇自動化工程股份有限公司（江蘇省無錫市）
によれば、ELVのフォーマル：インフォーマル流
通比率は概ね「1：3」と試算しており、正規回収
率向上のためには、規制強化や回収補助金など政
策要因がインセンティブになりえるということで
ある（2014 年 12 月 26 日、同公司ヒアリング）。
このようにインフォーマルセクターは正規の解
体業者の事業規模をしのぐ存在であり、その実態
解明に取り組もうとするレポートも存在するが（例
えば平岩（2011））、全体像を把握することは容易
でない。そのため、本研究では統計が存在する正
規の解体業者に限って分析を行うことを基本とす
る。それでも、正規の解体業者が抱えている問題
点は、程度の差こそあれインフォーマルセクター
も共通に抱えている問題であり、政府の規制が強
化されれば、インフォーマルセクターがフォーマ
ル化することも予想できるので、本研究から得ら
れた知見は将来予測の一助になると考えられる。
3.3.2.2　ELV の回収・解体の非効率性
ELV 回収率の範囲は 0.9％～ 1.6％にとどまって
おり（表 4中の P行）、龍（2014b:14）のいう先進
諸国の水準である 5～ 7％に及ばない。インフォー
マルセクターへの ELV流出が深刻であり、多くが
辺境地域に転売され、正規の回収・解体企業の発
展阻害要因となっている。正規の解体業者も 1企
業当たりの規模が小さく、年間解体台数 500 台以
下の零細企業が 60 ～ 70％を占め、重機やシュレッ
ダー導入など機械化の遅れ、手作業による非効率
さ、設備や工具の欠如、などの諸問題が指摘され
ている（龍 2010:229）。その結果、環境汚染や道路
交通の安全面に支障をきたしている。
3.3.2.3　部品リユース率の低さ
リユース可能部品の活用は生産高の 10％程度
（2013 年度）にとどまっている。リビルド部品のリ
ユースの解禁が近年ようやく検討が進みつつある
ことは既に述べたとおりである（例えば、2.1 後半
の「廃棄自動車回收解体管理条例」に関する記述
を参照）。
リユースが許可されていない「5大部品」は、鉄
鋼企業へ販売され、破砕処理されているが、リユ
ースが認められたとしても、新車価格の安さゆえ
に却って割高になるとも考えられている。これに
加えて、鉄鋼の過剰生産設備に起因する鉄鋼価格
の低迷や、規制の緩さゆえのインフォーマルセク
ターの存在（それによる安全性への懸念など）が
業界や市場に悪影響を及ぼしている。
すなわち、今後リユースが認められれば、鉄ス
クラップの販売を主たる生業とする ELV解体産業
の業態は大きく変化せざるを得ないが、排除し難
いインフォーマルセクターの存在が ELV回収・解
体産業の安定した経営や、道路交通上の安全性を
おびやかしかねない。こうした点から、インフォ
ーマルセクターへの規制強化が急務といえる。
3.3.2.4　人材と安全管理意識の不足
多くの現場では技術レベルが依然として低い。
技能訓練が不足し、専門技術人員の比率が低く臨
時工が多いい上に、安全や環境に対する意識も希
薄である。1台解体ごとの歩合給を支給している工
場ともなればなおさらである。筆者が 2015 年 3 月
に訪問した年間解体台数ベースで中国トップクラ
スの企業は、訪問時点で 100 名ほどが雇用されて
いたが、そのうちの 40 名の解体工は臨時雇いであ
り、教育訓練は受けさせていないという話であっ
た。服装も普段着であり、安全帽も着用していな
かった（図 2）。残りの工員も多くは解体作業に従
事するのではなく、市街地での廃車回収や買い取
りを行っているということであった。
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3.3.2.5　税制上の阻害要因
廃棄物回収産業で行われていた減税支援策は
2011 年より廃止され、ELV回収・解体企業も税の
控除が一部受けられなくなった。17％の増値税（付
加価値税）が販売額の 17％の販売営業税（売上税）
に変更されたために税負担が増加し、業界の発展
に影響を及ぼしている（龍 2014b:15）。
3.4　日本の自動車リサイクル産業
3.4.1　自動車解体業の概況の推定
リサイクル産業は日本標準産業分類では卸売業
に分類され、産業小分類の 1 つである「再生資源
卸売業」として集約されている。産業細分類では「空
き容器卸売業」、「鉄スクラップ卸売業」、「非鉄金
属スクラップ卸売業」、「古紙卸売業」、「その他再
生資源卸売業」として取扱品目ごとに分類されて
いる 10。
卸売業を対象とした統計調査には、全産業を対
象とした事業所統計調査と卸売・小売業、飲食業
を対象とした商業統計調査がある。ここでは、こ
れまでの商業統計の調査結果に基づき、1966 年以
降 11 の「鉄スクラップ卸売業」を自動車解体業（自
動車リサイクル産業）とみなして動向を概観する。
ただし、日本で発生する鉄スクラップの中で自動
車部品は重量ベースで最大のシェアを占めてはい
るが、その値は 25％程度にとどまっており、自動
車解体業が鉄スクラップ卸売業を必ずしも代表す
るものではない 12。このため、絶対値ではなく、「比
率」を用いた傾向観察にとどめて考察を進める。
3.4.2　日本の「鉄スクラップ卸売業」の概況
日本の鉄スクラップ卸売業をとりまく各種指標
をまとめて図 3に示す。
1事業所あたりの従業者は、2000 年までの 4～ 5
人から近年の 7 人近くへ増加傾向にあるものの、
基本的には小規模・零細である。
従業者 1 人あたりの販売額は、1966 年の 722 万
円から増加し、1991 年には 2,984 万円に達している。
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図 2　解体台数ベースでは中国トップクラス企業のELV解体現場（一例）
（出所）筆者撮影（2015 年 3 月）。
その後は横ばいで推移しているが、2007 年に 6,872
万円、2014 年には 7,518 万円へと急増している。主
に鉄スクラップ価格の高騰によるものと考えられ
る。鉄スクラップ価格は年単位でみると 2001 年の
7,142 円 / トンが最安値であったが、2008 年には
43,814 円 / トンに高騰し、直後のリーマンショック
から急落している。
ELV台数を鉄スクラップ卸売業の従業者数で割
った値は、1970年代は100台以下で推移していたが、
その後右肩上がりに上昇し、2002 年に 295 台でピ
ークとなった。ELV処理（または回収）台数がデ
ータとして得られないため単純比較は困難である
が、約 3 倍に増加した ELV を処理するためには、
相応の機械化や効率性の向上があったはずである。
販売単価（従業者あたり販売額）の上昇がスクラ
ップ価格の変化だけでは説明しきれないことから、
効率向上も販売単価の上昇に寄与していると考え
られる。
3.5　日中の産業比較と考察
以上を踏まえて日中の産業現況を整理すると以
下の 3点を指摘することができる。
第 1に、企業数は中国の ELV回収・解体企業の
500 社に対して日本の鉄スクラップ卸売業は近年約
3,000 事業所（中国の回収拠点数でも 2013 年は
2,400 箇所）である。龍（2014a:295）によれば、中
国の ELV 回収台数トップ 50 の企業数は全体の
8.68％に過ぎないが、この 50 社だけで全国 ELV回
収台数の 51.1％を回収している。１事業所（中国で
は回収拠点）あたりの自動車保有台数を比較して
も、中国が 57,000 台（2013 年）であるのに対し、
日本は 28,000 台（2014 年）であり、自動車の普及（保
有）状況を考慮しても、中国の方がより集約的で
ある可能性がある。
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図 3　日本の鉄スクラップ卸売業に関わる各種指標の経年変化（1966 ～ 2014）
（注）鉄スクラップ価格のみ 1966 年から各年、それ以外は商業統計調査実施年のみ表示。なお、前出の表 3に示す、各年の従業者
/事業所（左上）及び販売額 /従業者（右上）は⑬、鉄スクラップ価格（左下）は⑫、ELV台数 /従業者（右下）は n年の
⑩ -{n 年の⑨ -(n-1 年の⑨ )}/ ⑬（分子はすなわち「3.1」で引用した阿部（2014）の推計式）を表す。
（出所）筆者作成。
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第 2に、企業当たり従業員数は中国が日本の 6.5
倍程度である。どの業種でも、この指標は中国が
日本を大きく上回っているが、自動車リサイクル
産業では、特にライセンス制により地域ごとに限
定された数の企業だけを育成しようという中国の
産業政策が反映されたものと考えられる（日本企
業が中国で本分野に参入するためにもライセンス
保有企業への出資が前提となる）。
第 3に、従業員当たりの ELV回収台数（日本は
発生台数）は、中国は 31.8 台 / 人（2013 年）、日本
は 259 台 / 人（2014 年）である。比較に用いた日
本の鉄スクラップ卸売業には、自動車解体業以外
の従業員も含まれるため、ここに示した「見かけ
の比率台数」以上に、1人当たりの解体処理台数は
多くなるはずである。さらに、日中の車重（鉄使
用量）に大差がないこと、鉄スクラップ価格は同
水準であること（4.2.1 及び 4.2.2 で詳しく述べる）
などから、日本の方が中国より労働生産性は高い
といえそうである。中国はまだ機械・装備化の途
上であり、労働集約的な産業であることがうかが
える 13。
4． 鉄スクラップ価格からみた収益構造分析
4.1　鉄スクラップに着目する理由
ここまで、中国の解体業者が、インフォーマル
セクターとの競合、低い労働生産性、部品リユー
ス率の低さ、人材や安全意識の不足など、ELVの
急増が確実視される一方で多くの問題を抱えてい
ることを、日本の事業者と比較しながら分析を行
いつつ指摘した。以下では、さらに解体業者の収
益性に着目して、その持続可能性を検討する。
中国において鉄スクラップは、ELVリサイクル
産業における生産物として最も大きなウェイトを
占める有価物である。「5大部品」のスクラップ化
が義務付けられているのでなおさらである。龍
（2014b:10）は、「中国の ELV 回収・解体企業の経
営利潤の 90％は鉄スクラップ材料の販売」と説明
しており、生産高の構成比として図 4を紹介して
いる。生産高に占める鉄スクラップの比率は 2013
年時点で 64.7％となっており、高い依存度がうかが
える。
日本の産業発展の経緯について、外川（2001:170）
は「黎明期の自動車解体業の主たるビジネスは、
解体によって取り外された部品の販売であったが、
戦後は電気炉の発達により、鉄スクラップビジネ
スのウェイトが高くなった。というのも鉄資源の
乏しい日本にとって廃車は貴重な資源だったので
ある。しかし、近年の鉄スクラップ相場の下落が
原因で、自動車解体業者は再び中古部品の取り出
しとその流通を主たるビジネスとするようになり
（後略）」と述べており、以前は日本も鉄スクラッ
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図 4 　中国におけるELV解体材料の生産高構成比（2013 年）
（出所）龍（2014b:11）。
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プに依存していたことがうかがえる。
そこで、鉄スクラップ価格に着目して、日中の
自動車リサイクル産業の収益構造を比較してみた
い。
4. 2　分析データ：日中の鉄鋼及び鉄スクラップ価
格の経年変化と関係
鉄スクラップは鉄鋼より安価でなければビジネ
スが成立しない。はじめに分析の前提となる、日
中両国の鉄鋼（異形棒鋼 14 代替）と鉄スクラップ
のそれぞれ価格を時系列で整理する。
4.2.1　鉄鋼（異形棒鋼）と鉄スクラップの価格
図 5 に、日中それぞれの異形棒鋼と鉄スクラッ
プの価格推移を示す。
中国は鉄スクラップ価格を古い過去にまで遡及
して公開してはいないため、ここでは 2010 年以降
の約 5年間の月次データを示す。異形棒鋼は 3,500
～ 5,000 元 / トン、鉄スクラップは 2,000 ～ 3,500
元 / トンの価格帯を概ね右肩下がりに推移してい
る。
一方、日本では 1954 ～ 2014 年の 60 年間の長期
でデータが得られている。異形棒鋼の市況は、
99,396 円 / トンを最高値（2008 年）、24,646 円 / ト
ン（1999 年）を最安値として推移している。
ここでは物価変動のデフレート調整を省略して
いるが、両国ともに一定の価格差を維持して推移
している。このことは、自動車リサイクル業界が、
鉄スクラップの販売というビジネス（業界の自己
努力）だけでは、高付加価値を生み出すことがで
きないという構造的限界があることを意味してい
る。
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図 5　日中それぞれの異形棒鋼と鉄スクラップ価格の関係
（注）可能な限り長期トレンドを示すため、中国は 2010 年以降の月次データ、日本は 1954 年以降の年次データをそれぞれプロット
している。
（出所）前出の表 3に示す、⑤、⑥（中国）、⑪、⑫（日本）より筆者作成。
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4.2.2　日中の価格水準の比較
鉄は国際商品であり、鉄鋼価格は国際間でほぼ
連動しているものと考えられる。図 6では日中間
の鉄鋼価格を対比している。中国の価格は各年平
均の為替レートを乗じて日本円に調整している。
中国にあわせて日本も月次データを用いている。
異形棒鋼は、規格が 19mmと 25mmという違いは
あるものの、日中はほぼ同水準で推移しているこ
とが確認できる。また、鉄スクラップも日中でほ
ぼ同水準で推移している。日中両国の鉄スクラッ
プは、それぞれの国内資源であるが、その価格は
国際的な鉄鋼価格を介して、連動しているといえ
よう。
4.3　分析フレームと仮説
中国で労働生産性が低いまま人件費の高騰が続
けば、自動車リサイクル産業の存続は容易ではな
い。以下にその理由を示す。
まず、自動車リサイクル産業の経営価格レンジ
は図 7の「x」で示される。レンジの上限はスクラ
ップ価格であり、常に鉄鋼価格より低くなければ
ならないという圧力を受け続けている。下限は、
ELVの買い入れ価格であり、ELV取引が有償であ
ることを前提とするならば、マイナスの価格をと
ることはない。自動車リサイクル産業が鉄スクラ
ップの売却を主たる収益源とするのであれば、こ
のレンジの範囲内で従業員を雇用し、賃金を支払
い、ASR 等の副産物を適切に処理し、利潤を確保
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図 6　異形棒鋼及び鉄スクラップそれぞれの日中価格の関係
（注）中国の月次データに合わせて日本も月次データをプロットしている。日本の異形棒鋼は図 5の年平均に均す前の元データ、鉄ス
クラップは月次データをプロットするため図 5とは出所が異なるデータを用いている（詳細は表 3で説明している）。
（出所）前出の表 3に示す、⑤、⑥（中国）、⑪、⑫（日本）より筆者作成。
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しなければならない。
もちろん、リビルド品の販売（リユース）が許
可され、鉄スクラップより高値で販売できれば、
天井側の制約を突破できる。また、底辺側では、
有償取引の圧力をリサイクル政策（日本の自動車
リサイクル料システムなど）の実施で突破できる
可能性もある。しかし、中国ではこれまで述べて
きた通り、天井側、底辺側いずれにおいても、そ
のようにはなっていない。
前出の図 6 にみられるように、中国の場合は、
鉄スクラップ価格は国際価格と連動し、経済状況
から勘案すれば割高となっているため、価格レン
ジ「x」は比較的広いものと考えられる。実際に異
形棒鋼は日本の価格水準の方が高いにも関わらず、
鉄スクラップは中国の方が高い。したがって、そ
の広いはずの価格レンジに占める賃金や副産物処
理費用などのシェアがどの程度であるかが本分析
の関心である。新常態の下で、今後の経済発展の
持続によって賃金水準が上昇し続けるであろう。
ASR 等の処理費用も今後の経済発展や環境規制の
高まりによって上昇していくものと想定される。
こうした仮説の下で日中の賃金割合の比較を通じ
て日中の収益構造分析を試みる。
なお、4.1 で外川（2001）を引用したとおり、現
在日本では収益は鉄スクラップ販売から解体部品
の販売に移行しつつあることから 15、部品リサイク
ルが進めば、本分析の前提は変わってくる。ただし、
分析の主眼はあくまでも中国であり、日本の分析
は鉄スクラップが収益の大半を占めていた過去の
状況であることを断っておく。
4.4　分析方法
ELVリサイクル業を含む静脈産業全般の特徴は、
小規模・零細で、かつ労働集約的な産業であると
いうことである（松本ほか 1994:147）。賃金の相違
が前提にあるため、中国の方が、収益率が高い可
能性も想定される。実際上は、賃金以外（図 7 中
の利潤、副産物処理費用等）のコスト情報を入手
することは困難であるため、ここでは「販売価格
に占める賃金割合」を算定し、日中で比較する。
中国のデータは、「製造業の賃金（表 3に示す⑦）」
に、「従業員数（表 4に示す G行）」を乗じた「（各
年次における）業界全体の賃金総額」を「解体生
産高の再生材料合計額（表 4の下から 3段目）」で
除すことで、それを「年間販売額に占める賃金（人
件費）の割合」として推計する 16。なお、これらの
データが入手可能なのは 2010 ～ 2013 年の 4 カ年
のみである。
日本のデータも、各年「製造業の賃金（表 3に
示す⑭）」と、「商業統計」が公表されている 16 カ
年（脚注11参照）における鉄スクラップ卸売業の「従
業者数（表 3に示す⑬）」、「年間商品販売額（表 3
に示す⑬）」に読み替えることで、同様のスキーム
での推計が可能である。
4.5　分析結果
以上の実データ及び分析結果を表 5に整理する。
ここから販売額に占める賃金（人件費）割合の推
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図 7　 分析フレーム：自動車リサイクル産業の収益レ
ンジ
（出所）筆者作成。
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移をグラフ化したものが図 8である。ここから次
の 2点が読み取れる。
第 1 に、中国の再生資源解体生産高に占める賃
金割合の近年のトレンドはばらつき・変動が大き
いものの 10％前後であること。
第 2 に、日本の鉄スクラップ卸売業の年間販売
額に占める賃金割合の長期トレンドは、1970 年代
から 1980 年代にかけておおむね 10％前後をほぼ安
定的に推移していること。
すなわち、分析対象期間では両国の賃金割合は
ほぼ同程度とみることができ、中国の 1人当たり
賃金が日本の 6分の 1 程度であることを踏まえる
と、同じ販売額を得るために、中国の自動車リサ
イクル産業は、日本の 6倍の労働力を投入してい
る可能性が示唆される。
5．結　論
本研究は、中国における自動車リサイクル産業
が抱える問題点を、政策やマクロデータなどを日
本の経験と比較することで明らかにした。さらに、
主たる生産物である鉄スクラップに着目して正規
の事業者の収益構造分析を行い、中国では図 7に
示す経営価格レンジ「x」が日本と同程度の賃金レ
ベルで維持されている実態を示した。ただし、労
働生産性は低く、それを労働者の低賃金でカバー
しているのが現状であると考えられる。
賃金が上昇する中で、中国が ELVリサイクルビ
ジネスを今後も持続的に成立させていくためは、
人材の育成と技術の普及を図ることで回収・処理
の効率を高め、同時に部品のリサイクル率を向上
させて「x」のレンジ内で経営を成立するように構
造改善を図るか、「x」のレンジを広げていくこと
が必要である。「x」レンジに占める賃金の割合を
今以上に拡大させないことが不可欠であり、「x」レ
ンジが縮小しても、それに見合うコスト構造を確
立させなければならない。
鉄スクラップの売却収益の依存度を下げること
も必要である。そのためには、禁止されている「5
大部品」のリユース解禁が不可欠である。さらに
は「x」のレンジ下限を下げる方策として、日本が
導入している自動車リサイクル料金制度のような、
メーカーサイドやユーザーサイドの費用負担が考
えられる。
「x」レンジが小さければ経営の自由度は小さく、
現状ではスクラップの低コスト生産に頼らざるを
得ない。リビルド品が解禁されることで収入源が
多様化され、リサイクル料金等の公的逆有償制度
などの導入によって「x」レンジが下方に拡大すれ
ば、経営の安定化も可能となる。その意味では、
本研究でレビューした日本の経験は中国にとって
も有益ものになるであろう。さらには、丁寧な解
体による高品質なリビルド品の生産や、将来的に
出現するかもしれないビンテージカー市場への対
応、一方で、大量解体による低コストスクラップ
生産などにもビジネスとしての可能性が展望でき
る。
加えて、大きな課題となっているのが、インフ
ォーマルセクターの存在である。正規の事業者か
ら作業の委託を受けているグレイゾーンの業者か
ら全くのヤミ業者まで中国全国に展開していると
推察されるインフォーマルセクターの処理量は正
規の解体事業者を大きく上回っていると考えられ
る。インフォーマルセクターを正規化して、適正
な環境対策を実施させることが、今後急増する
ELV対策のみならず、処理の過程で生じる環境負
荷を低減するためには不可欠である。しかし、そ
の実態は不明であり、その解明を急がなければな
らない。
ELVリサイクルを起源とした鉄スクラップに代
表される再生資源の統計は、中国物資再生協会に
より近年ようやく公開が始まったばかりである。
本研究で対象とできたのは 2010 年から 2013 年ま
での 4 年間に過ぎず、長期トレンドの把握までは
できていない。このようなデータ制約は本分析の
限界でもあり、今後、新たに過去のデータが開示
されれば、日中で異なるトレンドが得られる可能
性もある。今後の中国の自動車リサイクル産業の
発展を考えるうえでも、データ公表の充実化、定
義の明確化などが望まれる。
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表 5　分析データと結果
（出所）筆者作成。
図 8　販売額に占める賃金（人件費）割合の推移
（注）表 5をグラフ化したもの。
（出所）筆者作成。
19
66
19
68
19
70
19
72
19
74
19
76
19
79
19
82
19
85
19
88
19
91
19
94
19
97
20
02
20
07
20
14
20
10
20
11
20
12
20
13
20
15
10
5
0
20
15
10
5
0
中国（％） 日本（％）
付記・謝辞
　本研究は一部について JSPS 科研費 26550114 の
助成を受けたものである。
　また、本研究に取り組むにあたり、2名の査読者
より懇切丁寧な指導をいただいたほか、経済産業
省自動車リサイクル室長（2014 年当時）の金澤信
氏との様々な議論には大いに啓発され、本研究の
問題意識に至る契機となった。また、中国鉄鋼業
研究者の伊藤仁氏（元・日本鉄鋼連盟国際協力・
調査本部海外調査グループシニアマネージャー）
には、日本の鉄鋼産業発展に係る様々な知見をご
教示いただいた。記して謝意を表す。
注
1　 豊田通商株式会社と有限会社昭和メタルは 2013 年 12
月、日本企業として初めて中国の自動車解体リサイク
ル業界へ直接参入した。NEDO（独立行政法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構）の実証事業の一環と
して北京博瑞聯通汽車循環利用科技有限公司に資本参
画したもので、同公司を実施場所にして豊田通商が受
託したものである。本事業の目的は、日本の技術を用
いて、解体効率・経済性の向上と環境負荷低減を図っ
た自動車リサイクルシステムのモデルを実証し、普及
させることにある。出野（2014:31）によれば、リサイ
クル率の向上（目標設定 95％に対し、2013 年は 91％
を達成）や、処理台数の向上（日本の大手解体業者の
水準に相当する 1日当たり 50 台あるいは 1月当たり
1,000 台）を実現したほか、部品リサイクルに関する
付加価値測定、環境負荷低減効果の測定などの実証実
験を進めている。さらに報道によれば、豊田通商は中
国で自動車リサイクル事業の本格展開に乗り出し、
「100 億円程度を投じ、現在 1カ所の解体工場を今後 3
～ 5 年で 20 カ所に増やす計画で、主要地域に拠点を
整備し、鉄スクラップの販売などで年 300 億円程度の
売上高を目指」している（「日本経済新聞」2014 年 10
月 11 日朝刊）。本件は、豊田通商（http://www.
toyota-tsusho.com/press/detail/140205_002591.html、
2014 年 2 月 5 日）、および NEDO（http://www.nedo.
go.jp/news/press/AA5_100142.html、2012年8月31日）
の各プレスリリースからも参照可能である。
２　 中華人民共和国国務院令第 307号報廃汽車回収管理弁
法（http://www.gov.cn/gongbao/content/2001/
content_60919.htm）。
３　 中国大手検索サイト百度（http://www.baidu.com/）
にて検索すると、例えば、「《報廃機動車回収拆解管
理条例》有望出台（http://www.chemdrug.com/
article/7/1612/8055615.html、『中国資源綜合利用』
2013 年第 3期掲載記事の電子版）」や、「《報廃機動車
回収拆解管理条例》年内出台（http://auto.xinmin.
cn/gd/2014/07/13/24778366.html、2014 年 7 月『 東
方網』掲載記事）などの情報にヒットする。
４　 循環経済促進の観点から、リビルド部品としての部
分的許可が認められつつあり、その経緯は黎（2012）
に詳しい。政策的にも「自動車製品回収利用技術政
策」、「自動車部品リビルド試行業務展開に関する通
知」、「中国循環経済促進法」など、政府における再
利用解禁の方向性が確認できる。
５　 本推計式から導出されるELV台数には、抹消状態（ナ
ンバーを取り外して保管されている車両等）の増加
分や中古車輸出台数が含まれるため、阿部もこの式
では不十分であることを断っている。本研究では傾
向分析を主眼とし、精緻な分析は今後の課題とした
い。
６　 中国物資再生協会によれば、普通乗用車の寿命を 10
～ 15 年（タクシーは 5～ 8年）と想定している。
７　 産業構造審議会・中央環境審議会合同会議（2015）
がとりまとめ中の報告書案によれば、自動車の平均
使用年数は年々右肩上がりに伸びており、2014 年度
においては 14.6 年と推定されている。
８　 中国では廃家電業界でも同様の規制がなされている。
９　 ちなみに日本の経験では、処理が困難とされていた
ASRのリサイクルの進展により、ELV全体のリサイ
クル率は、自動車リサイクル法（2005 年）制定前の
2000 年度の約 83％から、2013 年度には約 99％まで
向上している（金澤 2014:10）。
10　 経済産業省経済産業政策局調査統計部（2007）の定
義によれば、鉄スクラップ卸売業とは、「主として鉄
スクラップを集荷、選別して卸売する事業所」を指し、
「解体を主とする廃車処理業」以外にも「鉄スクラッ
プ問屋」や「鉄スクラップ集荷業」も包含されるが、
これ以上の細分化はできない。また、部品取りを主
とする自動車解体業も別分類として存在するが（産
業細分類番号 5242）、データが存在するのが最近 3回
の調査（2002、07、14 年度）のみであったので、今
回の分析対象には含めていない。鉄スクラップ加工
処理業（産業細分類番号 2392）という細分類もあるが、
主として他から受け入れた鉄スクラップを製鋼原料
として電気炉、転炉に直接投入できるように加工処
理を行う事業所を指しているので、ここでの対象か
らは除外した。
11　 商業統計は 1960 ～ 70 年代は隔年で実施されていた。
その後、3年に 1回（70 年代後半～ 90 年代後半）、5
年に 1回（90 年代後半～ 2000 年代前半）と徐々に間
隔があき、直近の 2014 年は（2007 年以来）8年ぶり
に実施されたものである。本研究の対象年度は 66、
68、70、72、74、76、79、82、85、88、91、94、97、
2002、07、14 の 16 カ年であり、1972 年以降のデー
タであれば、経済産業省ウェブサイトで閲覧できる
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（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/）。
12　 日本鉄源協会（2015）の調査によれば、日本の鉄ス
クラップ発生に占める自動車のシェアは、26％（1994
年度調査）、23.5％（2004 年度）、26.5％（2008 年度）、
25.0％（2015 年度）と概ね 4 分の 1 程度を推移して
いる。なお、その他の発生源は、電気機械（17.4％）、
容器（11.8％）、家庭用事務機器（9.4％）、造船（9.3％）、
産業機械（6.8％）、建設（4.1％）などである（いず
れも 2014 年度調査結果より）。
13　 日本の ELVリサイクル産業の労働生産性が必ずしも
高いとはいえないことには留意する必要がある。日
本ELVリサイクル機構によると、日本の同産業従業
員数 10 人以下が 73％、処理台数 100 台以下が 56％
という実態が、同機構が 2006 年 12 月に行った調査
により明らかになった（日本 ELV リサイクル機構
（2009:3））。こうした背景から、本来、日中比較をす
る場合は同規模企業間のデータを使用すべきである
が、日中両国データ収集上の制約により、本研究は
マクロ的傾向分析に留めざるを得なかった。
14　 主に鉄筋コンクリート芯材などに用いられる丸棒。
15　 筆者が訪問した複数の日本の自動車リサイクル会社
は、「売れる部品を徹底的に取り外して売る」のがビ
ジネスの基本姿勢である。多数の外国人バイヤーが
常に訪れ、自国で転売できそうな部品を仕入れて行
く。日本ではまったく売れないガソリンタンクのキ
ャップも、ガソリンが抜き取られるという盗難が頻
発するアフリカでは良い値で売れるという。また、
リビルド部品の海外販売を積極的に展開している金
沢市の会宝産業はテレビドキュメンタリーでも取り
上げられ、注目を集めている。こうした日本におけ
る成功企業の収益構造を詳細に分析し、日中比較を
行うことも重要であり、今後の課題としたい。
16　 「解体生産高の再生材料合計額」に占める鉄スクラッ
プ割合は、62.5％（2010 年）、57.8％（2011 年）、70.4
％（2012 年）、64.5％（2013 年）であり、こうした年
度ごとのばらつきから、本研究が分析の基準を鉄ス
クラップに求めることに問題がないわけではない。
しかし、鉄スクラップ市価の変動にはやむを得ない
側面があること、また、図 4 にも示している通り、
現状中国の自動車リサイクル業界における生産高に
占める割合が最も大きい生産物は圧倒的に鉄スクラ
ップであることも事実である。
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